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第１ 予算編成の基本的な考え方

１ 本県財政の現状

国際経済不安や原油・原材料高を背景として、県内経済・雇用情勢が急激に悪化する

なかで、本県の財政環境はますます厳しさを増している。

平成２０年度においては、法人関係税が当初比で約１５０億円減少するとともに、株

価の下落により個人県民税配当割・株式等譲渡所得割が大幅な減収となるなど、県税全

体で約３００億円の歳入不足となる見込みである。

この歳入不足に対しては、減収補てん債の発行（約２５０億円）を基本に対応するが、

財政運営には引き続き注意していく必要がある。

しかしながら、こうしたなかにあっても、先行き不透明な経済・雇用情勢のもとで、

県民生活の安定を図るため、中小企業の資金需要の高まりや緊急的な雇用、仕事量の確

保に的確に対応する必要がある。このため、国の補正予算措置を最大限に活用しつつ、

本県として必要な緊急対策を、数次にわたり、迅速かつ機動的に実施してきた。

特に、平成２０年度１月補正予算においては、経営円滑化貸付の融資目標額の拡充を

はじめとした中小企業等の経営安定対策、国の第２次補正予算で措置された国庫支出金

や補正予算債などを活用した、緊急雇用就業機会創出事業の実施などの雇用安定対策、

消費者行政活性化事業基金の設置など県民の安心確保対策、実需要を喚起するための公

共事業の推進など地域の活性化対策を実施した。
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〔平成 20 年度の緊急対策（全会計ベース）〕 (単位：億円)

実施時期 具体的な取組内容
事 業

規 模

補 正

予算額

９月 １ 緊急の経済対策

（生活福祉資金貸付金の融資利率軽減、経営円滑化貸付の拡充等）

２ 明石海峡船舶事故に係るノリ養殖漁業者支援対策

（漁業共済掛金に対する助成等）

３ 医師確保対策（地域医師県採用制度の創設）

410 －

10 月

(補正予算)

１ 中小企業等の経営安定対策（経営円滑化貸付の拡充 等）

２ 防災・安全対策（河川警報システムの整備 等）

３ 環境・省エネルギー対策（森林吸収源対策に資する間伐促進等）

４ 医療体制確保対策（医師派遣緊急促進事業 等）

335

(182)

498

12 月 １ 金融・勤労者相談体制の強化（金融対策特別相談窓口の設置等）

２ 経営円滑化貸付及び設備貸与制度の拡充

３ 就労支援のための県職員臨時採用（H21.4.1～）

４ 県営住宅への一時入居

520 －

１月

(補正予算)

１ 中小企業等の経営安定対策（経営円滑化貸付・借換貸付の拡充）

２ 雇用安定対策（基金造成による緊急雇用就業機会創出事業の実施）

３ 県民の安心確保対策（消費者行政活性化事業基金等の造成）

４ 地域の活性化対策

（インフラ整備の推進、債務負担行為の活用による H21 事業の早期着手）

2,055

(592)

1,192

合 計
3,320

(774)

1,690

※（ ）内は一般会計

２ 平成２１年度の予算編成方針

(1) 予算編成の基本方針

平成２１年度は、厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、経済雇用対策を最優先課題とし

て、県民生活の安定を図りつつ、行財政構造改革推進方策の取組を着実に進めるなか

で、持続可能な行財政構造の確立をめざす。

さらに、新時代の兵庫の構図をしっかりと描きながら、地域課題の解決や地域の特

色を生かした元気で安全・安心な兵庫づくりを進める。

こうした観点に立って、施策の選択と集中の徹底を図りながら、平成２０年度補正

予算との間で切れ目のない対応を図り、一体的な効果をあげることを基本に、予算を

編成した。

① 厳しい経済・雇用情勢に即応した迅速かつ機動的な対策の推進

② 新行革プランに基づく行財政構造改革の着実な推進

③ 新しい兵庫づくりに向けた地域課題への対応

④ 少子高齢社会の課題に対する対応
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(2) 予算要求基準

平成２１年度の財政フレームの枠組みを基本として要求基準を設定

① 一般事業枠：平成２０年度当初予算充当一般財源の９７％の範囲内

② 新規事業枠：平成２０年度当初予算一般事業枠一般財源額の６％の範囲内

③ 個別事業枠：新行革プランの取組を踏まえた所要額

④ 投資事業枠：投資フレームに基づく平成２１年度投資事業費総額の範囲内

(3) 予算編成作業の見直し

① 一般事業枠における「経常的経費枠」の設定

各部局が主体的に創意工夫・見直し等を行うこととし、財政課は要求内容の確認

に止める。

② 予算節約インセンティブ制度の実施

予算の使い切り意識を是正し、経費節約の取組を進めるため、予算執行の工夫に

よる年度途中の節約額（一般財源ベース）の全額を、翌年度の予算要求枠に加算

③ 予算査定プロセス等の簡素化

財政課ヒアリングの効率化、予算要求関係資料の４割削減

３ 平成２１年度当初予算の特徴

(1) 歳 入

① 県 税

世界的な金融危機の影響による企業業績の悪化に加え、地方税の偏在是正を図る

ため創設された地方法人特別税（国税）に法人事業税から３０５億円が振り替えら

れることから、法人関係税に大幅な減少（△１，０４１億円）が見込まれる。

また、株価の低迷により、個人県民税配当割（△７１億円）や株式等譲渡所得割

（△５２億円）も大幅減となることから、県税全体では前年度を１，３２６億円下

回る５，９６５億円を計上（地方法人特別税を財源として都道府県に配分される地

方法人特別譲与税を加えた場合 ６，３００億円）

② 地方交付税等

平成２１年度地方財政計画において、歳出の特別枠として地域雇用創出推進費（全

国総額５，０００億円、本県約８０億円）が設定され、また、県税の大幅な減収が

基準財政収入額に反映された結果、地方交付税（３，２１４億円）と臨時財政対策

債（１，１３９億円）の合計で、前年度を８７８億円上回る４，３５３億円を計上
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③ 県 債

・道路特定財源の一般財源化に伴い道路整備に係る起債充当率が引き上げられたこ

とにより、通常債は前年度比５６億円増の１，１１９億円を計上

・退職手当債は、平成２１年度の発行限度内において、財政フレームどおり３５０

億円を計上（前年度比△４５億円）

・行政改革等推進債は、投資事業に係る後年度事業費の前倒し実施に伴い、財政フ

レームに３０億円追加して３３０億円を計上（前年度比△２０億円）

・県債全体としては前年度を９億円下回る１，７９９億円を計上（臨時財政対策債

（１，１３９億円）除く）

④ 基金繰入金

財源対策のため、県債管理基金について、財政フレーム分として３７５億円、特

別対策分として１１５億円、合わせて４９０億円取り崩すとともに、同基金の満期

一括ルール分として取崩しを行う（９９１億円）ほか、その他の特定目的基金等の

取崩しを行った（２８６億円）。

全体では、前年度を１１６億円上回る１，７６７億円を計上
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(2) 歳 出

① 経済雇用対策

厳しい経済・雇用情勢に的確に対応し、県民生活の安定を確保するため、平成

２０年度１月補正予算と合わせ、切れ目のない一体的な対応を図った。

〈※基金事業についての詳細は、Ｐ２４２以降を参照〉

区 分 H20 １月補正予算 H21 当初予算

中小企業等の経営安定対策

中 小 企 業 制 度 融 資
融資目標額を3,300億円から

5,000 億円に拡充
引き続き 5,000 億円を確保

雇 用 安 定 対 策

緊急雇用就業機会創出基金
国補正を活用し、基金を造成

（5,600 百万円）

緊急雇用就業機会創出事業

年度内に必要となる雇用創

出事業を実施

（28 事業、160 百万円）

基金を活用し、事業実施

（46 事業、1,991 百万円）

ふるさと雇用再生基金
国補正を活用し、基金を造成

（6,000 百万円）

基金を活用し、事業実施

（31 事業、1,965 百万円）

離職 者生活安定資金
連帯保証人が不要な緊急特

別資金を創設 等

引き続き継続（平成 22 年３

月末まで）

障害者自立支援特別対策

事業基金（福祉人材確保分）

国補正を活用し、既存基金に

新たな事業枠を創設

（662 百万円）

基金を活用し、事業実施

（12 事業、227 百万円）

介護福祉士等修学資金

国補正を活用し、貸付金財源

を県社会福祉協議会に補助

（976 百万円）

県社会福祉協議会において

修学資金貸付事業を実施

県 民 の 安 心 確 保 対 策

消費者行政活性化事業基金
国補正を活用し、基金を造成

（500 百万円）

基金を活用し、事業実施

（22 事業、220 百万円）

安 心 こ ど も 基 金
国補正を活用し、基金を造成

（4,452 百万円）

基金を活用し、事業実施

（10 事業、2,383 百万円）

障害者自立支援特別対策

事業基金（障害者自立支援分）

国補正を活用し、基金を積み

増し（2,384 百万円）

基金を活用し、事業実施

（新規 21事業、141 百万円）

妊婦健康診査支援基金 国補正を活用し、基金を造成

基金を活用し、５回超相当分

の１／２を市町へ補助

（1,883 百万円）

併せて、県単独分として、

①市町が５回以上かつ 35 千

円以上公費負担を実施した

場合、15 千円

②市町が14回かつ70千円以

上の公費負担を実施した

場合、５回超に係る市町実

質負担の 1/3

を補助(1,162 百万円)

地 域 の 活 性 化 対 策

（投 資 的 経 費）

債務負担行為を活用し、平成

21 年度事業に早期着手

（公共事業 145 百万円、単独

事業 5,000 百万円）

平成 20 年度補正と合わせた

事業量について、後年度事業

を前倒し実施することによ

り、平成 20 年度当初予算並

を確保

（補助 30 億円、単独 125 億円）
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② 投資事業量の確保

厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、後年度実施予定事業を１５５億円（投資補助

３０億円、投資単独１２５億円）前倒し実施することにより、平成２０年度補正と

合わせた事業量が平成２０年度当初予算並となるよう、事業量を確保

（単位：億円）

区 分
H21 当初
＋H20 補正

H20 当初 増 減

投 資 補 助 事 業 １，２３７ １，３４０ △１０３

投 資 単 独 事 業 １，１４３ １，０４０ ＋１０３

合 計 ２，３８０ ２，３８０ ０

③ 人 件 費

・基礎年金拠出金に係る公費負担割合の引上げ等により、共済費負担金が５０億円

の増となるものの、定員・給与の見直しにより、職員給等は前年度比１１３億円の減

・退職手当は、定年退職者数の減（△１３９人）等により、前年度比４２億円の減

・人件費全体では前年度を１５５億円下回る５，９４０億円を計上

④ 公 債 費

平成１７年度に発行した臨時財政対策債（発行額５６５億円）、財政健全化債（同

５３６億円）、平成１６年台風災害に係る災害関連事業債等（同３６７億円）の元金

償還の開始により、前年度を１２３億円上回る２，５８４億円を計上

(3) 収支不足額（１，１７０億円）

前年度（１，１９５億円）に比べ改善したものの、税収減の影響等により新行革プ

ランに基づく財政フレームにおける収支不足額（１，０２５億円）より１４５億円拡

大することから、これを補てんする特別な財源対策を講じる必要がある。

４ 財源対策

(1) 財政フレーム上の財源対策 １，０２５億円

平成２１年度の財政フレームの枠組に沿って対策を講じた。

① 退職手当債 ３５０億円

② 行政改革等推進債 ３００億円

③ 県債管理基金取崩 ３７５億円

（単位：億円）

退 職 手 当 債 350 350 0

行 革 等 推 進 債 300 330 30

県 債 管 理 基 金 の 取 崩 375 490 115

財源対策計 1,025 1,170 145

区 分
特別対策分
②－①

H21行革ﾌﾚｰﾑ
①

H21予算計上額
②
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(2) 特別な財源対策 １４５億円

財政フレームに定められた財源対策を講じても不足する１４５億円について、次の

特別な財源対策を講じることとした。

① 行政改革等推進債の追加発行（３０億円）

厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、投資事業を確保するため、後年度実施予定事業

を前倒し実施することに伴い、通常債充当残部分について行政改革等推進債を３０

億円追加発行

② 県債管理基金の追加取崩（１１５億円）

起債の活用によってもなお不足する１１５億円について、県債管理基金の追加取

崩で対応

（なお、地方交付税における法人関係税の算定額が実税収額を上回る場合には、減

収補てん債の発行が可能となる）

５ プライマリーバランス

平成１７年度発行県債の償還開始に伴い、公債費（交付税の振り替わりである臨時財

政対策債等に係る公債費及び県債管理基金からの取崩額を除く）が約１０９億円増加す

る一方、県債発行額（交付税の振り替わりである臨時財政対策債等を除く）が約１４億

円の減となることから、プライマリーバランスは前年度より１２３億円改善し、１３０

億円の黒字となった。

※算出式＝公債費（臨時財政対策債等・県債管理基金からの取崩額を控除）－地方債（臨時財政対策債等控除）

△ 438

△ 751

△ 2 ,707

△ 1 ,065

7

130

△ 407

△ 60

△ 356

△ 24

△ 144

△ 28

△ 371

△ 130△ 199

△ 1,554

△ 1,264

△ 1 ,396

103 109
△ 54

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

※平成元～19年度は決算値、平成20、21年度は当初予算額

（単位：億円）

プライマリーバランス（基礎的財政収支）の推移
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６ 平成２１年度当初予算を踏まえた財政フレームの見直し

(1) 試算の前提条件の見直し

平成２１年度当初予算を踏まえ、平成２１年１月に内閣府が示した経済成長率をも

とに平成３０年度までの収支見通しの試算を行った。

① 歳 入

・県税等について、平成２１年度当初予算計上額に置き換えた上で、直近の内閣府

試算による経済成長率に乖離率を乗じて、平成２２年度以降の見込額を試算

・地方交付税について、県税収入見通し額を勘案して試算

② 歳 出

各経費について、２１年度当初予算を踏まえ試算

③ 要調整額

この結果、毎年度財政収支対策を行うこととなる要調整額が生ずることとなった。

【歳入歳出の推移（一般財源ベース）】 （単位：億円）

区 分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

歳 入 ① △ 110 △ 1,360 △ 1,330 △ 1,360 △ 1,460 △ 1,480

歳 出 ② △ 110 △ 1,360 △ 1,280 △ 1,280 △ 1,310 △ 1,405

要 調 整 額 ① － ② 0 0 △ 50 △ 80 △ 150 △ 75

区 分 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 計

歳 入 ① △ 1,520 △ 1,550 △ 1,620 △ 1,670 △ 1,730 △ 15,190

歳 出 ② △ 1,385 △ 1,425 △ 1,505 △ 1,575 △ 1,675 △ 14,310

要 調 整 額 ① － ② △ 135 △ 125 △ 115 △ 95 △ 55 △ 880

(2) 今後の対応

今回生じた要調整額については、毎年度の財政収支対策を行うなかで、解消を図っ

ていく。
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第２ 予算の概要

１ 予算の規模

一般会計の予算規模は、地方消費税の都道府県間清算を行う地方消費税清算特別会計

（以下「地消税特会」）の設置による減（△９８０億円）があるものの、中小企業制度融

資の融資目標額拡充に伴う預託金の増がこれを上回ったことから（＋２，４５７億円）、

１，４１１億円増の２兆１，１７３億円となった（平成２０年度と同様の計上を行った

場合との比較では、１，１０７億円の減）。

また、特別会計の予算規模は、地消税特会の創設による増（＋２，０３９億円）があ

るものの、中小企業制度融資等に係る預託方式について、特別会計を通さず一般会計か

ら直接行う方式に見直しを行ったことに伴う減（△４，６１２億円）がこれを上回った

ことから、２，２７４億円減の１兆４７７億円となった（平成２０年度と同様の計上を

行った場合との比較では、７，４７７億円の減）。

この結果、全会計ベースでは１，１７５億円減の３兆３，４３８億円となった。

○ 会計別当初予算の推移

12, 174 13, 175 14, 402 16, 490

24, 944

17, 858
21, 020 20, 938 20, 744

3, 535 3, 653
3, 974

9, 662

7, 535

11, 421 11, 781

19, 184

12, 547 13, 191
12, 751 10, 477

17, 954

1, 566
1, 622

1, 643

1, 777

1, 801

1, 728

1, 689 1, 860

1, 851

1, 958 1, 984
2, 100

1, 788

1, 788

17, 27 5 18, 4 50
20 , 019

25, 166

36, 407

27, 121

34, 130 34, 579

42, 147

35, 249 36, 0 58
34, 613 33, 438

42, 022

21, 112 22, 28021, 17319, 76220, 883

6, 899

0

5, 000

10, 000

15, 000

20, 000

25, 000

30, 000

35, 000

40, 000

45, 000

元 2 3 6 7 8 15 16 17 18 19 20 21 （21）

（億円）

⼀般会計 特別会計 公営企業会計

従来方式で

計上した場合

（単位：億円、％）

う ち 一 般 歳 出 115.3 115.7

85.1 85.1

※一般歳出：公債費、税交付金を除いた政策的経費の合計

7,409 121.496.6

2,396

5,203 140.8

△ 312

増 減

2,518 112.7

（Ｂ－Ｃ）

Ｂ／Ｃ

1,411

2,34515,290

34,613 △ 1,175

12,751 △ 2,274

1,788

10,477 17,954特 別 会 計

42,022合 計 33,438

一 般 会 計 21,173 22,280

17,635 17,686

平成２１年度

Ａ

区 分

Ｂ

従来方式で
計上した場合

△ 312公 営 企 業 会 計 1,788

82.2

2,100

107.119,762

Ａ／Ｃ
平成２０年度 増 減

Ｃ （Ａ－Ｃ）
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（参考 1）地方消費税清算特別会計の設置について

地方消費税の清算に係る経理を一般会計と区分して行い、清算後の地方消費税額を一

般会計に繰り入れることで、地方消費税に係る歳入額を明確化するため設置

※H20 と同様の計上を行った場合との比較 一般会計：△１，０５７億円

特別会計：＋２，０３９億円

（参考 2）中小企業制度融資等に係る予算計上方法の見直しについて

中小企業制度融資等に係る予算は、一般会計から旧産業開発資金特別会計（以下「旧産

開特会」）を通じ、金融機関へ預託を行い、年度内に同会計を通じて一般会計に償還してい

たため、一般会計・特別会計を合わせた予算規模は実質ベースの３倍となっていた。

今回、融資目標額の大幅増額に伴い、予算規模が預託額の実質増加額に比べ著しく大き

くなることから、一般会計から直接行う方式に見直す。

※H20 と同様の計上を行った場合との比較 一般会計：増 減 な し

特別会計：△９，５４６億円

：変更前

：変更後

金 融
機 関

歳出 歳入

歳入 歳出

歳入 歳出

一般会計

旧産開特会

①

②

③

①’

②’

④

【変更前】

（一般会計で資金調達）
①一般会計から旧産開特会への操出
②旧産開特会から金融機関への預託
③金融機関からの預託金の償還

④旧産開特会から一般会計への操出

【変更後】

（一般会計で資金調達）
①’一般会計から金融機関への預託
②’金融機関からの預託金の償還

【変更前】 【変更後】

【歳入】 【歳出】 【歳入】 【歳出】 【歳入】 【歳出】

その他歳出その他歳入

歳 出

地方消費税
清算金収入

地方消費税
清算金支出

地方消費税
繰 出

地方消費税

その他歳入

地方消費税

地方消費税
清算金収入

地方消費税
清算金支出

地方消費税

一般会計 地消税特会 一般会計
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○ 歳入歳出予算の内訳
① 歳入予算の内訳 （単位：百万円、％）

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

(603,800) (82.3)

１ ● ○ 596,500 28.2 734,000 37.1 81.3

(98,360) ( － )

２ ● ○ 0 0.0 93,144 4.7 0.0

３ ● 38,733 1.8 5,459 0.3 709.5

４ ● 7,076 0.3 7,615 0.4 92.9

５ 435,275 20.6 347,474 17.6 125.3

● 321,400 15.2 291,100 14.7 110.4

113,875 5.4 56,374 2.9 202.0

６ ● 1,929 0.1 1,820 0.1 106.0

７ ○ 9,229 0.4 10,189 0.5 90.6

８ ○ 25,205 1.2 27,256 1.4 92.5

９ 171,236 8.1 169,025 8.6 101.3

１０ ○ 5,118 0.2 4,073 0.2 125.7

１１ ○ 24 0.0 79 0.0 30.5

(555,897) (186.0)

１２ ○ 78,635 3.7 298,858 15.1 26.3

１３ ● ○ 1 0.0 1 0.0 100.0

(96,308) (99.8)

１４ ○ 568,505 26.9 96,478 4.9 589.3

１５ 179,856 8.5 180,765 9.1 99.5

(2,228,047) (112.7)

2,117,322 100.0 1,976,236 100.0 107.1

965,639 51.0 1,189,513 57.2 81.2

1,283,217 60.6 1,264,078 64.0 101.5
※ 臨時財政対策債は、地方財政対策として地方交付税から振り替えられたものであり、後年度に全額が交付税措
置されることから、地方交付税等として整理
※ （ ）内の数値は、Ｈ２０と同様の計上を行った場合の予算規模

地 方 消 費 税 清 算 金

繰 入 金

う ち 地 方 交 付 税

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

国 庫 支 出 金

区 分 Ａ／Ｂ

繰 越 金

交 通安 全対 策特 別交 付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

平 成 21 年 度

寄 附 金

県 税

平 成 20 年 度

一 般 財 源 （ ● の 計 ）
自 主 財 源 （ ○ の 計 ）

合 計

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税 等

財 産 収 入

諸 収 入
県債（臨時財政対策債を除く）

1 .8%

8 .5%

2 .2%

20 .6%

28 .2%

8 .1%

3 .7%

26.9%

2,117,322

百万円

県 税

地方譲与税
地方特例交付⾦
交通安全対策特別交付⾦

地方交付税等

県 債

国庫支出⾦

繰⼊⾦

諸収⼊

その他

歳 ⼊

歳 ⼊ 予 算 の 内 訳
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② 歳出予算の内訳

（ⅰ）性質別
（単位：百万円、％）

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

Ⅰ 594,039 28.1 609,502 30.8 97.5

(1) 524,564 24.8 535,885 27.1 97.9

(2) 69,475 3.3 73,617 3.7 94.4

(624,632) (102.3)

Ⅱ 991,668 46.8 610,421 30.9 162.5

(201,049) 0.0 (99.9)

(1) 95,389 4.5 201,153 10.2 47.4

(423,583) (103.5)

(2) 896,279 42.3 409,268 20.7 219.0

Ⅲ 240,130 11.3 248,284 12.6 96.7

(1) 230,130 10.9 237,963 12.1 96.7

(イ) 補 助 事 業 92,702 4.4 106,372 5.4 87.1

(ロ) 単 独 事 業 110,412 5.2 103,969 5.3 106.2

(ハ) 国 直 轄 負 担 金 27,015 1.3 27,623 1.4 97.8

(2) 10,000 0.5 10,321 0.5 96.9

Ⅳ 258,432 12.2 246,125 12.5 105.0

(510,814) (195.0)

Ⅴ 33,053 1.6 261,905 13.2 12.6

(2,228,047) (112.7)

2,117,322 100.0 1,976,236 100.0 107.1

※ （ ）内の数値は、Ｈ２０と同様の計上を行った場合の予算規模

平 成 20 年 度

公 債 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

行 政 経 費

合 計

Ａ／Ｂ
平 成 21 年 度

投 資 的 経 費

区 分

人 件 費

職 員 給 等

退 職 手 当

税 交 付 金 ・ 還 付 金

税交付金・還付金以外

28.1%

46.8%

4.4%

5.2%

1.6%

12.2%

⼈件費

⾏政経費

普通建設補助

普通建設単独

公債費

繰出⾦

投
資
的
経

費 2,117,322

百万円

歳 出

歳出予算の内訳（性質別）

国直轄負担⾦
1.3%

災害復旧事業
0.5%
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（ⅱ）目的別

（単位：百万円、％）

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

1 議 会 費 2,826 0.1 2,856 0.1 99.0

(274,210) (100.2)

2 総 務 費 168,550 8.0 273,611 13.8 61.6

3 民 生 費 209,694 9.9 210,093 10.6 99.8

4 衛 生 費 47,715 2.2 42,970 2.2 111.0

5 労 働 費 10,648 0.5 5,674 0.3 187.7

(69,722) (99.2)

6 農 林 水 産 費 64,657 3.1 70,299 3.5 92.0

7 商 工 費 491,085 23.2 244,197 12.4 201.1

8 土 木 費 235,305 11.1 248,595 12.6 94.7

9 警 察 費 139,761 6.6 142,804 7.2 97.9

10 教 育 費 477,649 22.5 477,692 24.2 100.0

11 災 害 復 旧 費 10,000 0.5 10,321 0.5 96.9

12 公 債 費 258,432 12.2 246,125 12.5 105.0

13 予 備 費 1,000 0.1 1,000 0.1 100.0

(2,228,047) (112.7)

2,117,322 100.0 1,976,236 100.0 107.1

※ （ ）内の数値は、Ｈ２０と同様の計上を行った場合の予算規模

Ａ／Ｂ区 分
平 成 20 年 度平 成 21 年 度

合 計

12 .2%

22 .5%

23 .2%

11 .1%

9 .9%

8 .0%

6 .6%

2 .2%

3 .1%

1 .2%

土木費

2,117,322
百万円

歳 出

労働費、災害復旧費、
議会費、予備費

総務費

⺠⽣費

衛⽣費

農林⽔産費

商⼯費警察費

教育費

公債費

歳出予算の内訳（目的別）
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２ 歳 入

(1) 県 税

世界的な金融危機の影響による企業業績の悪化に加え、地方税の偏在是正を図

るため創設された地方法人特別税（国税）に法人事業税から３０５億円が振り替えら

れることから、法人関係税については、前年度を１，０４１億円下回る１，２２７億

円を計上した。

また、株価の低迷により、個人県民税配当割（△７１億円）や株式等譲渡所得割も

減収（△５２億円）となることから、県税全体では、前年度を１，３２６億円下回る

５，９６５億円を計上した（地方法人特別税を財源として都道府県に配分される地方

法人特別譲与税を加えると、６，３００億円（対前年度当初比△９９１億円））。

なお、道路特定財源の一般財源化に伴い、自動車取得税及び軽油引取税が目的税か

ら普通税に変更となった。

（単位：百万円、％）

21年度当初 20年度当初 20年度見込 増 減 増 減

Ａ Ｂ Ｃ （Ａ－Ｂ） （Ａ－Ｃ）

219,942 234,123 223,590 △ 14,181 △ 3,648 93.9 98.4 99.1

3,562 10,618 3,767 △ 7,056 △ 205 33.5 94.6 101.3

1,458 6,633 1,338 △ 5,175 120 22.0 109.0 23.1

122,661 226,758 211,187 △ 104,097 △ 88,526 54.1 58.1 54.8

(100,366) (97,367) (△2,113) (886) (97.9) (100.9)

98,253 105,241 105,337 △ 6,988 △ 7,084 93.4 93.3 101.2

155,644 167,878 163,771 △ 12,234 △ 8,127 92.7 95.0 93.8

(729,125) (695,915) (△132,625) (△99,415) (81.8) (85.7)

596,500 734,000 703,885 △ 137,500 △ 107,385 81.3 84.7 81.9

33,497 33,497 33,497 皆増 皆増

(729,125) (695,915) (△99,128) (△65,918) (86.4) (90.5)

629,997 734,000 703,885 △ 104,003 △ 73,888 85.8 89.5
※ 地方消費税の（ ）内は清算後（地方消費税清算金収入と支出の差を加えたもの）

※ 「地財伸び」は21地財/20地財の伸び率

合 計 （ ① ＋ ② ）

うち株式等譲渡所得割

地財
伸び

Ａ／Ｃ

そ の 他 の 税

地方法人特別譲与税②

地 方 消 費 税

県 税 合 計 ①

区 分 Ａ／Ｂ

法 人 関 係 税

個 人 県 民 税

う ち 配 当 割

－ －

○ 県 税 収 ⼊ の 推 移

6, 404
6, 650

5, 440 5 , 303

5, 979

5, 389
5, 734

6 , 282
5, 965

1, 076 1 , 149 1, 303 1, 055 993

2, 1992 , 3412, 200
1, 2721, 1191, 0161, 1161, 128

1, 237 1, 506
1, 807

2, 193
1, 227

2, 204 2, 268

2, 8792, 816

1, 828 1, 752
2, 385

2, 937 952
1, 048

1, 009

1, 056

1, 0041, 038

983

1, 799
1, 819

1, 830

1, 739

1, 556

1, 678

1, 761
1, 985 2, 439

2, 468

2, 484 2, 496

2, 478

5 , 012

5, 998

7, 181 7, 291

0

1, 000

2, 000

3, 000

4, 000

5, 000

6, 000

7, 000

元 2 3 6 7 8 15 16 17 18 19 20 21

（億円）

個⼈県⺠税 法⼈関係税 地方消費税 その他の税

※地方消費税については清算後（地方消費税清算金収入と支出の差を加えたもの）で計上

法人関係税は企業業

績の悪化、一部国税

化等に伴い前年度比

△46%の大幅減

平成元～19年度は決算額
平成20年度、21年度は当初予算額
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【主な税目】

① 個人県民税：２，１９９億円（前年度当初比△１４２億円（９３．９％））

株価の低迷により、個人県民税配当割や株式等譲渡所得割が大幅減

② 法人関係税：１，２２７億円（前年度当初比△１，０４１億円（５４．１％））

企業業績の急激な悪化に加え、地方法人特別税の創設により大幅減

③ 地方消費税：９８３億円（前年度当初比△２１億円（９７．９％））

個人消費をはじめとする国内消費の落ち込みにより減

④ 自動車取得税：１００億円（前年度当初比△６２億円（６１．９％））

個人消費の低迷による自動車の買い控えに加え、税制改正の影響により大幅減

◇県税の内訳 （単位：百万円、％）

均 等 割 ・ 所 得 割 214,922 216,872 218,485 △ 1,950 △ 3,563 99.1 98.4

配 当 割 3,562 10,618 3,767 △ 7,056 △ 205 33.5 94.6

株 式 等 譲 渡 所 得 割 1,458 6,633 1,338 △ 5,175 120 22.0 109.0

小 計 219,942 234,123 223,590 △ 14,181 △ 3,648 93.9 98.4

法 人 事 業 税 99,274 191,414 178,864 △ 92,140 △ 79,590 51.9 55.5

法 人 県 民 税 23,387 35,344 32,323 △ 11,957 △ 8,936 66.2 72.4

小 計 122,661 226,758 211,187 △ 104,097 △ 88,526 54.1 58.1

(100,366) (97,367) (△2,113) (886) (97.9) (100.9)

98,253 105,241 105,337 △ 6,988 △ 7,084 93.4 93.3

自 動 車 税 64,211 65,867 65,594 △ 1,656 △ 1,383 97.5 97.9

自 動 車 取 得 税 10,006 16,165 15,296 △ 6,159 △ 5,290 61.9 65.4

軽 油 引 取 税 34,370 35,563 34,012 △ 1,193 358 96.6 101.1

小 計 108,587 117,595 114,902 △ 9,008 △ 6,315 92.3 94.5

不 動 産 取 得 税 17,361 18,257 17,240 △ 896 121 95.1 100.7

県 た ば こ 税 10,029 10,163 10,317 △ 134 △ 288 98.7 97.2

個 人 事 業 税 7,641 7,867 7,895 △ 226 △ 254 97.1 96.8

県 民 税 利 子 割 6,815 8,627 8,096 △ 1,812 △ 1,281 79.0 84.2

ゴ ル フ 場 利 用 税 5,142 5,299 5,247 △ 157 △ 105 97.0 98.0

狩 猟 税 63 63 66 0 △ 3 100.0 95.5

鉱 区 税 5 5 5 0 0 100.0 100.0

旧 法 に よ る 税 1 2 3 △ 1 △ 2 50.0 33.3

小 計 47,057 50,283 48,869 △ 3,226 △ 1,812 93.6 96.3

(729,125) (695,915) (△132,625) (△99,415) (81.8) (85.7)

596,500 734,000 703,885 △ 137,500 △ 107,385 81.3 84.7

33,497 33,497 33,497 皆増 皆増

(729,125) (695,915) (△99,128) (△65,918) 86.4 90.5

629,997 734,000 703,885 △ 104,003 △ 73,888 85.8 89.5

※地方消費税の（ ）内は清算後（地方消費税清算金収入と支出の差を加えたもの）

合 計 （ ① ＋ ②)

自
動
車
関
係
税

平成21年度
当 初
Ａ

そ

の

他

の

税

平成20年度
当 初
Ｂ

Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

個
人
県
民
税

法
人

関
係

税

平成20年度
見 込
Ｃ

Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

地 方 法 人 特 別 譲 与 税 ②

区 分

地 方 消 費 税

県 税 合 計 ①

－ －
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(2) 地方交付税等

地域雇用創出推進費の創設や県税の大幅な減収等により、普通交付税（３，１８６

億円）と臨時財政対策債（１，１３９億円）の合計額は、前年度を８７８億円上回る

４，３２５億円を計上した。

また、特別交付税は、前年度と同額の２８億円を計上した。

① 基準財政需要額【H20：8,738 億円→H21：8,920 億円（＋182 億円）】

・地域雇用創出推進費の皆増（約 80 億円）

・警察官･教員の定数増や介護保険給付費負担金等の義務的経費の算入増(約100億円)

② 基準財政収入額【H20：5,291 億円→H21：4,595 億円（△696 億円）】

・算定における法人関係税の大幅な減等（約 550 億円）

(3) 国庫支出金

新行革プランに基づく投資補助事業の削減等により、公共事業関係国庫支出金につい

ては、前年度比２５億円減となったが、衆議院議員の総選挙に係る執行費委託金が２６

億円と皆増したこと、道路特定財源の一般財源化に伴い地方道路整備臨時交付金が廃止

（１０３億円）され、道路関係インフラ等も充当対象となる地域活力基盤創造交付金が創

設（１４３億円）されたこと等により、前年度を２２億円上回る１，７１２億円を計上した。

増 減

（Ａ－Ｂ）

30,300 110.5

0 100.0

30,300 110.4

57,501 202.0

87,801 125.3

87,801 125.5

再 計

291,100

347,474

臨 時 財 政 対 策 債 ②

288,300

56,374

321,400

2,800

113,875

区 分

特 別 交 付 税

合 計

平 成 21 年 度

2,800

普 通 交 付 税 ①

（ 参 考 ） ① ＋ ② 432,475 344,674

（単位：百万円、％）

平 成 20 年 度

435,275

318,600

ＢＡ
Ａ／Ｂ

（単位：百万円）

平成21年度 平成20年度

Ａ Ｂ

171,237 169,025 2,212 101.3

うち 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金 69,287 69,953 △ 666 99.0

公 共 事 業 関 係 国 庫 支 出 金 47,315 49,858 △ 2,544 94.9

地 域 活 力 基 盤 創 造 交 付 金 14,296 0 14,296 皆増

地 方 道 路 整 備 臨 時 交 付 金 0 10,287 △ 10,287 皆減

私 立 学 校 振 興 費 補 助 金 4,223 4,175 48 101.2

児 童 福 祉 費 国 庫 負 担 金 4,041 3,926 115 102.9

衆 議 院 議 員 総 選挙 執行 費委 託金 2,576 0 2,576 皆増

難病その他特定疾患対策費補助金 2,308 2,219 89 104.0

障 害 者 福 祉 費 国 庫 負 担 金 1,760 1,594 166 110.4

増減
（Ａ － Ｂ）

Ａ／Ｂ

国 庫 支 出 金 合 計

区 分
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(4) 県 債

・道路特定財源の一般財源化に伴い道路整備に係る起債充当率が引き上げられたこと

（45%→90%）により、通常債は前年度比５６億円増の１，１１９億円を計上

・退職手当債は、平成２１年度の発行限度内において、財政フレームどおり３５０億

円を計上（前年度当初比△４５億円）

・行政改革等推進債について、投資事業に係る後年度事業費の前倒し実施に伴い、財

政フレームに３０億円追加して３３０億円を計上（前年度当初比△２０億円）

以上により、臨時財政対策債を除き、県債全体としては前年度を９億円下回る

１，７９９億円（県債依存度：８．５％）を計上した。

なお、県債残高は、３兆５，４４０億円となった。
（単位:百万円、％）

平成21年度 平成20年度 平成20年度
当 初 当 初 年 間 見 込

Ａ Ｂ Ｃ

通 常 債 111,856 106,265 103,992 5,591 7,864 105.3 107.6

退 職 手 当 債 35,000 39,500 43,000 △ 4,500 △ 8,000 88.6 81.4

行 政 改 革 等 推 進 債 33,000 35,000 34,479 △ 2,000 △ 1,479 94.3 95.7

県 債 発 行 額 計 179,856 180,765 181,471 △ 909 △ 1,615 99.5 99.1

減 収 補 て ん 債 0 0 25,075 0 △ 25,075 － －

臨時財政対策債発行額 113,875 56,374 56,374 57,501 57,501 202.0 202.0

再 計 293,731 237,139 262,920 56,592 30,811 123.9 111.7

Ａ/Ｃ区 分
増減
(Ａ－Ｂ)

増減
(Ａ－Ｃ)

Ａ/Ｂ

※ 地方財政対策債：減税補てん債、減収補てん債、臨時財政対策債、特定資金公共事業債

○ 起 債 発 ⾏ 額 の 推 移

1, 809

3 , 233

2 , 639

1, 464 1 , 480 1, 665 1, 458 1 , 268 1 , 062 1, 040 1 , 118

376 559
536

465

256
350 344

150

359 395 430 350

434

350

196
861 653

563 711
564

815
1, 1392, 243

3 , 583

2 , 835

3, 164
2 , 980

2, 854
2, 636 2 , 594

2 , 371
2, 629

330

81
80

1, 243

2, 937

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

3, 500

4, 000

6 7 8 15 16 17 18 19 20当初 20⾒込 21当初

（億円）

その他 ⾏⾰等推進債等 退職⼿当債 地方財政対策債

臨財債の大幅増（対前

年度当初比＋575億円

（＋102%）

※１ 地方財政対策債：減税補てん債、減収補てん債、臨時財政対策債、特定資金公共事業債
※２ 阪神・淡路大震災復興基金の貸付金債を除く
※３ 県債残高は、地方財政状況調査に基づく全国統一方式による計上方法により算定

○ 県債残⾼（地方財政調査方式）の推移

22, 890

15, 870
18, 183

29, 303 30, 521 31, 584 32, 7 21 33, 592 33, 934 34, 428 35, 440

16, 193

11, 104
14, 045

23, 475 23, 478 23, 574 23, 738 23, 585 23, 174 23, 282

2, 354
1, 843

4, 5882, 922 3, 463 4, 203 4, 050

1, 218

1, 825
1, 990

7, 096

1, 500

4, 610 5, 200 5, 656
6, 061 6, 544 6, 557 7, 962

12, 604

0

5, 000

10, 000

15, 000

20, 000

25, 000

30, 000

35, 000

40, 000

6 7 8 15 16 17 18 19 20当初 20⾒込 21当初

（億円）

その他 退職⼿当債・⾏⾰等推進債等 地方財政対策債

通常債残高は、投資事業

の抑制により前年度当初

比△284億円の減となる

が、交付税の振り替わりで

ある臨財債の発行増等に

より、前年度当初比1,506

億円の増
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※県債残高（地方財政調査方式）は、満期一括で償還する県債について、定時償還相当額を県債管理基金

に積み立て、当該積立分を「公債費」として取り扱うことで、残高から控除する関係上、金融機関に償

還すべき未償還残高との間に差異が生じる

（参考３）県債発行計画

（単位：百万円）

金額 借換率
10年債 平成11年度 189,640 126,699 66.8%

平成元年度 21,986 12,686 57.7%
昭和54年度 20,463 0 0.0%
計 232,089 139,385 60.1%

５年債 85,325 85,325 100.0%
計 317,414 224,710

10年債 平成11年度 3,509 2,348 66.9%
平成元年度 2,319 1,343 57.9%
昭和54年度 3,842 0 0.0%
計 9,670 3,691 38.2%

５年債 37,311 37,311 100.0%
計 46,981 41,002

364,395 265,712 72.9%
241,759 143,076 59.2%
122,636 122,636 100.0%

10年債 13,906 8,806 63.3%
19,721 19,188 97.3%
398,022 293,706 73.8%

満期到来額 借換債発行額

公的資金補償金免除繰上償還

年限 当初発行時期

10年債
５年債

会計

一般会計

特別会計

各会計
合 計 ①

小 計

企業庁

（単位：百万円）

一般会計 293,731

一般公共等 (111,856)

行政改革推進債 (33,000)

退職手当債 (35,000)

臨時財政対策債 (113,875)

特別会計 17,635

企業会計 7,215

新規発行 318,581

借換債 293,706

612,287計

発行内訳 発行予定額

（単位：百万円）

公募債 340,000

うち5年債 (120,000)

うち10年債 (180,000)

うち20年債 (40,000)

ミニ公募債 13,500

銀行等引受債 240,000

公的資金 18,787

612,287

発行予定額

計

発行内訳

（参考１）震災関連県債残高の推移 （単位：億円）

H6 H7 H8 H15 H16 H17 H18 H19 H20当初 H21当初

1,072 8,233 12,131 15,669 15,277 8,975 8,698 8,460 8,037 7,605

（参考２）未償還残高（金融機関に償還すべき負債残高）の推移 （単位：億円）

H6 H7 H8 H15 H16 H17 H18 H19 H20当初 H21当初

12,604 15,873 18,221 31,736 33,572 34,569 35,708 36,845 37,454 38,966
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(5) 基金繰入金

財源対策のため、県債管理基金について、財政フレーム分として３７５億円、特別対

策分として１１５億円、合わせて４９０億円を取り崩すとともに、同基金の満期一括ル

ール分として取崩しを行う（９９１億円）ほか、その他の特定目的基金等の取崩しを行

った（２８６億円）。

全体では、前年度当初を１１６億円上回る１，７６７億円を計上した。

(単位：百万円、％)

平成２１年度 平成２０年度 平成２０年度

当 初 Ａ 当 初 Ｂ 年間見込 Ｃ

155,252 182,850 186,644 △ 27,598 △ 31,392 84.9% 83.2%

20,058 8,472 7,272 11,586 12,786 236.8% 275.8%

積 立 119,162 107,187 105,957 11,975 13,205 111.2% 112.5%

取 崩 △ 99,104 △ 98,715 △ 98,685 △ 389 △ 419 100.4% 100.4%

△ 6,336 △ 4,311 △ 4,664 △ 2,025 △ 1,672 147.0% 135.8%

積 立 2,106 1,963 1,700 143 406 107.3% 123.9%

取 崩 △ 8,442 △ 6,274 △ 6,364 △ 2,168 △ 2,078 134.6% 132.7%

△ 49,000 △ 45,000 △ 34,000 △ 4,000 △ 15,000 108.9% 144.1%

119,974 142,011 155,252 △ 22,037 △ 35,278 84.5% 77.3%

47,378 22,814 22,493 24,564 24,885 207.7% 210.6%

積 立 13,784 13,874 36,490 △ 90 △ 22,706 99.4% 37.8%

取 崩 △ 20,170 △ 15,167 △ 11,605 △ 5,003 △ 8,565 133.0% 173.8%

40,992 21,521 47,378 19,471 △ 6,386 190.5% 86.5%

160,966 163,532 202,630 △ 2,566 △ 41,664 98.4% 79.4%

△ 176,716 △ 165,156 △ 150,654 △ 11,560 △ 26,062 107.0% 117.3%

区分
増減
(Ａ－Ｂ)

取 崩 計

そ
の
他
基
金

前 年 度 残 高

当 該 年 度 残 高

残 高 合 計

増減
(Ａ－Ｃ)

Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

県
債
管
理
基
金

前 年 度 残 高

満 期 一 括 分

基 金 集 約 分

収 支 対 策 分

当 該 年 度 残 高

○ 基 ⾦ 残 ⾼ の 推 移

1, 441
1, 235

1, 004
826 989

2, 271
1, 866

1, 553
1, 200

2, 304

2, 042

2, 034 2, 041

1, 526 1, 413

1, 238

219

225
473

410

4, 001

3, 461

3, 127 3, 025

2, 362 2, 402

1, 678

2, 491

2, 091 2, 026

1, 610

01 089 45 10 0 4 0256 184

939
436

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

3, 500

4, 000

4 6 7 8 15 16 17 18 19 20⾒込 21当初

（億円）

財政基⾦ 県債管理基⾦ その他の基⾦
※ ４年度＝基金残高のピーク

特定目的基金等

の県債管理基金

への基金集約 行革フレームに基づき

375億円、特別な財源

対策として115億円を

取崩し
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(6) 使用料・手数料

【自主財源確保の観点から見直すもの】 〔増収見込額 45,451 千円〕

厳しい財政状況を踏まえ、受益と負担の適正化を図り、自主財源を最大限確保する

ため、使用料・手数料について総点検を行った。

この結果、これまで料額が設定されていなかった７４件の既存事務について新たに、

手数料を設定するとともに、自動販売機に係る行政財産目的外使用料の料金体系の多

様化を図ることとした。

① 料額が設定されていない既存事務に対する手数料の新規設定

区 分 主 な 事 務 増収見込額

許 可 事 務（33 件） 砂防指定地内制限行為許可申請手数料等 20,413 千円

許可証交付事務等（ 6件） 宅地建物取引主任者証書換え交付手数料等 1,044 千円

各種証明事務（33件） 県 立 高 等 学 校 卒 業 証 明 書 交 付 手 数 料 等 16,630 千円

そ の 他（ 2件） 病 性 鑑 定 家 畜 焼 却 手 数 料 等 1,916 千円

合 計（74件） 40,003 千円

② 料金体系の多様化

自動販売機に係る行政財産目的外使用料について、従来の単価制に加え、新たに

入札制度を導入（増収見込額 5,448 千円）

【施設・事務の新増設に伴い、新たに料額を設定するもの】

区 分 名 称 内 容

県立三木総合防災公園利用料 グラウンドゴルフ場 350 円／８ホール

県立美術館王子分館利用料
展示室 B 平 日 6,900 円～24,000 円

土日祝 7,900 円～27,300 円使用料

県立加古川医療センター（仮称）利用料
特別個室利用料

15,000 円／日、13,000 円／日、10,000 円／日

教育職員免許状有効期間更新手数料 3,300 円

長期優良住宅建築等計画認定手数料 16,000 円～3,961,000 円手数料

認知機能検査員講習手数料 700 円／ｈ

他 17 件

【既存の使用料・手数料について見直しを行うもの】

区 分 名 称 内 容

使用料 兵庫県立学校入学料

外国人留学生特別選抜者に係る入学料を、県

内居住者と同額に改正

(423,000 円 → 282,000 円)

２級建築士又は木造建築士試験

手数料
15,100 円 → 16,900 円

自動車運行代行業認定申請手数料 16,000 円 → 13,000 円
手数料

家畜伝染病予防検査手数料 ブルセラ病又は結核検査 250 円 → 300 円 等

他 28 件 
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３ 歳 出

(1) 人 件 費

① 定 員

事務事業や組織の徹底した見直し等により、一層の定員削減に取り組む。

また、法令等により配置基準が定められている定員については、当該基準に基づき

適正配置を行う。

② 給 与

新行革プランを踏まえ、平成２０年度の減額措置を継続。

ア 給料月額等

イ その他

・ 管理職手当の減額（管理職全員：１０％減額 → ２０％減額）

（参考）議員報酬月額の減額

議会においても、当分の間、議員の月額報酬を次のとおり減額する措置が講じられる。

・減額措置 議 長：報酬月額１０％減額、加算額２５％減額

副議長：報酬月額１０％減額、加算額２５％減額

議 員：報酬月額１０％減額

（単位：人）
H21.4.1見込 H20.4.1現在 差 引
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

9,931 10,463 △ 532 △5.1%

7,517 7,947 △ 430 △5.4%

－ － － －

教 育 委 員 会 法 定 教 職 員 39,770 39,704 66 0.2%

県 立 大 学 教 員 552 545 7 1.3%

警 察 部 門 11,496 11,502 △ 6 △0.1%

公 営 企 業 部 門 病 院 局 医 療 職 員 4,167 4,182 △ 15 △0.4%

Ａ／Ｂ

平成30年度までに概ね3割の定員削減を行う部門計

法 令 の 配 置 基 準 に 基 づ き 適 正 配 置 を 行 う 部 門

う ち 一 般 行 政 部 門

区 分

教 育 部 門

警 察 官

給料月額 （参考）地域手当

知 事 △20%

副 知 事 △15%

教 育 長 △10%

防 災 監 等 △7%

△4.5%～△9%
(地域手当引下げ含む）

△30%

期末手当 等

役職加算・管理職加算を減額し
することにより役職に応じて
△3%～△16%

△25%

△26%

△28%

特

別

職

一 般 職

△2%

区 分
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③ 人件費

基礎年金拠出金に係る公費負担割合の引上げ等により、共済費負担金が５０億円の

増となるものの、定員・給与の見直しにより、職員給等は前年度比１１３億円の減となった。

また､退職手当は､定年退職者数の減（△139人）等により､前年度比４２億円の減となった。

この結果、人件費全体では前年度を１５５億円下回る５，９４０億円を計上した。

(2) 行政経費

新行革プランに基づき、事業の見直しや重点化・効率化を積極的に進め、限られた財

源の重点配分と経費支出の一層の効率化に取り組んだ。

しかしながら、社会福祉関係経費の増等により、税交付金・還付金、基金積立金を除

いた行政経費は、一般財源ベースで１０２．８％と微増となった。

【行政経費の主な増減】

○介護給付費負担金（前年度比＋２１億円）

介護報酬改定＋３％の影響等による増

○中小企業制度融資資金貸付金（前年度比＋４，７５２億円）

金融機関への預託を、特別会計を通さず、一般会計から直接行う方式に見直したことに

伴い、計上区分が繰出金から行政経費に変更

○税交付金・還付金（△１，０５８億円）

地方消費税清算金支出（９８０億円）の特別会計への移行による大幅減

職 員 給 等 524,564 535,885 △ 11,321

退 職 手 当 69,475 73,617 △ 4,142

合 計 594,039 609,502 △ 15,463

（単位：百万円）

区 分
増 減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

97.9%

94.4%

97.5%

平成21年度
Ａ
平成20年度
Ｂ

行政経費の内訳 （単位：百万円）

金 額 一般財源 金 額 一般財源
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

46,265 46,265 41,658 41,658 4,607 4,607

0 0 3,168 3,168 △ 3,168 △ 3,168

44,005 44,005 41,857 41,857 2,148 2,148

10,289 10,289 8,739 8,739 1,550 1,550

11,336 11,336 10,788 10,788 548 548

18,901 18,901 18,695 18,695 206 206

32,071 21,933 33,068 20,981 △ 997 952

12,923 12,923 13,373 13,373 △ 450 △ 450

175,790 165,652 171,346 159,259 4,444 6,393

475,244 0 0 0 475,244 0

9,526 0 8,326 0 1,200 0

3,579 3,579 2,525 2,525 1,054 1,054

11,571 11,571 11,047 11,047 524 524

19,636 17,904 20,491 18,512 △ 855 △ 608

193,021 90,286 185,464 89,822 7,557 464

888,367 288,992 399,199 281,165 489,168 7,827

95,389 95,389 201,153 201,153 △ 105,764 △ 105,764

7,912 5,092 10,069 6,767 △ 2,157 △ 1,675

991,668 389,473 610,421 489,085 381,247 △ 99,612

計

区 分

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 交 付 金

国 民 健 康 保 険 基 盤 安定 化負 担金

障害者自立支援給付費県費負担金

小 計 （ 主 な 社 会 福 祉関 係経 費）

施 設 維 持 費

平成21年度 平成20年度
Ａ－Ｃ Ｂ－Ｄ

税 交 付 金 ・ 還 付 金

基 金 積 立 金

介 護 給 付 費 負 担 金

措 置 費

合 計

病院事業負担金・貸付金・出資金

県産木材利用住宅特別融資貸付金

そ の 他 事 業

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

児 童 手 当 負 担 金

産 業 立 地 促 進 事 業 費 補 助

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費

老 人 保 健 法 医 療 事 業 費
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（参 考）

ア 事務事業の見直し

事務事業の見直しの結果、１７１事業を廃止した。

一方、新たに２９１の事業（うち平成２０年度１月補正で造成した基金を財源と

した事業が１４３事業）を実施することから、事務事業数は前年度から１２０事業

増の２，８１４事業（基金事業を除くと２３事業減の２，６７１事業）となった。

平成２０年度事業数 ２，６９４

廃 止 事 業 数 １７１

新 規 事 業 数
（１４８）

２９１

平成２１年度事業数
（２，６７１）

２，８１４

対 前 年 度 増 減
（△２３）

１２０

※（ ）内は基金事業を除いた場合

イ 事務改善・経費削減の取組

平成２０年４月に事務改善等推進本部を設置し、具体的な事務改善・経費削減の取

組を推進した結果、総額３８７百万円の経費を削減した。

◇主な見直し内容

区 分
平成２１年度
経費 Ａ

平成２０年度
経費 Ｂ

削減額
（Ａ - Ｂ）

主な取組（例）

業 務 の 重 点 化 ・ 合 理 化 77,541 152,444 △ 74,903
庁内会議室の活用､研修開催箇所の
重点化､委託回数の見直し､パンフ
レットの印刷部数の減

事 務 執 行 の 簡 素 化 ・ 効 率 化 40,545 55,168 △ 14,623
研修の実施内容の見直し、他事業
への統合

事 務 の 外 部 委 託 等 161,041 195,026 △ 33,985 公募による指定管理実施

事 務 分担 ・ 実 施 体 制 の 見 直し 138,739 197,580 △ 58,841 用務事務嘱託員の廃止

事 務 用 品 等 の 削 減 288,463 370,613 △ 82,150 消耗品の節約、図書購入数量削減

その他（光熱水費、紙使用の削減 等） 378,220 500,381 △ 122,161
冷暖房運転委託の仕様見直し、紙の
両面印刷の徹底 等

合 計 1,084,549 1,471,212 △ 386,663
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(3) 投資的経費

厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、後年度実施予定事業を前倒し実施することにより、

平成２０年度補正と合わせ、平成２０年度当初予算並の事業量を確保した。

なお、現下の中小企業の状況に鑑み、執行に当たっては引き続き中小企業への発注確

保を図っていく。

（参考）地方財政計画、国の公共事業関係費の伸率

（単位：％）

投 資 補 助 92.2 97.7

95.0 96.9国 の 公 共 事 業 関 係 費

区 分

地 方 財 政
計 画 投 資 単 独 97.0

21年度 20年度

97.0

○ 投資的経費の推移（当初予算ベース）

1, 841 1, 828 1, 971

3, 327

2, 398
1, 738 1, 741 1, 584 1, 520 1, 340 1, 197 1, 237

1, 173 1, 277
1, 432

1, 911

1, 640

1, 784

1, 558 1, 634 1, 612
1, 547

1, 276
1, 040 1, 104 1, 143

3 , 014 3, 105
3 , 403

4, 058

4, 967

4 , 182

3, 380 3 , 372 3 , 353
3, 131

2 , 796

2, 380 2 , 301 2 , 380

40

2, 147 1, 822

39
79

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

3, 500

4, 000

4, 500

5, 000

元 2 3 6 7 8 15 16 17 18 19 20 20補正 21

（億円） 補助 単独

20補正予算額と２１年度当初予

算額とを合わせた額で20年度当

初予算額と同額を確保

(21+20補正)

（単位：百万円、％）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

119,718 4,058 123,776 133,995 92.4 89.3

(3,000)

130,018 4,058 134,076 133,995 100.1 97.0

△ 10,300 0 △ 10,300 － － －

110,412 3,870 114,282 103,969 109.9 106.2

(12,100)

100,112 3,870 103,982 103,969 100.0 96.3

10,300 0 10,300 － － －

(15,100)

230,130 7,928 238,058 237,964 100.0 96.7

※投資補助事業には、国直轄負担金を含む

※（ ）内は後年度実施予定の前倒し分

平成21年度当初＋平成20年度補正

Ａ＋Ｂ
平成21年度
当初

平成20年度
補正

平成20年度
当初

Ｃ／Ｄ

※地域活力基盤創造事業･･･道路特定財源の一般財源化に伴い道路整備臨時交付金事業（投資補助）が廃止され、新たに地方の実情に応じて

道路に関連する他のインフラ、ソフト事業にも使用できる地域活力基盤創造交付金事業（投資単独）が創設

現 行 区 分 に よ る 事 業 費

現 行 区 分 に よ る 事 業 費

区 分

合 計 （ ① ＋ ② ）

投 資 単 独 事 業 ②

地域活力基盤事業振替分

地域活力基盤事業振替分

投 資 補 助 事 業 ①

（参考）
Ａ／Ｄ
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（参考２）官公需契約に係る中小企業への発注率の状況

（単位：％）

平成21年度 平成20年度 平成19年度 平成18年度 平成17年度

81.0 79.7 78.2 76.2 75.9

う ち 工事 81.5 78.1 76.5 72.8 73.0

※19年度までは実績、20～21年度は目標

区 分

全 体 発 注率

（参考１）投資フレームの変更

①投資補助 （単位：億円)

H20当初 H20補正 H21 H22 H23 H24 H25 H21～H25 H26～H30 合 計

1,340 1,270 1,230 1,200 1,200 1,200 6,100 6,000 12,100

40 30 △ 30 0 0

△ 103 △ 95 △ 95 △ 95 △ 95 △ 483 △ 475 △ 958

1,340 40 1,197 1,105 1,105 1,105 1,105 5,617 5,525 11,142

②投資単独 （単位：億円)

H20当初 H20補正 H21 H22 H23 H24 H25 H21～H25 H26～H30 合 計

1,040 880 810 760 730 700 3,880 3,500 7,380

39 121 △ 10 △ 55 △ 30 △ 5 21 △ 25 0

103 95 95 95 95 483 475 958

1,040 39 1,104 895 800 795 790 4,384 3,950 8,334

③合計（①＋②） （単位：億円)

H20当初 H20補正 H21 H22 H23 H24 H25 H21～H25 H26～H30 合 計

2,380 0 2,150 2,040 1,960 1,930 1,900 9,980 9,500 19,480

0 79 151 △ 40 △ 55 △ 30 △ 5 21 △ 25 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,380 79 2,301 2,000 1,905 1,900 1,895 10,001 9,475 19,476

2,380 ←H20当初予算額と同額を確保

区 分

経 済 対 策 前 倒 し 分

地域活力基盤事業分

区 分

現 行 フ レ ー ム

経 済 対 策 前 倒 し 分

変 更 後 フ レ ー ム

地域活力基盤事業分

区 分

現 行 フ レ ー ム

※投資単独事業の平成２０年度補正には２１年度からの前倒し実施分４億円を含む

変 更 後 フ レ ー ム

現 行 フ レ ー ム

地域活力基盤事業分

変 更 後 フ レ ー ム

経 済 対 策 前 倒 し 分
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(4) 公債費

平成１７年度発行の臨時財政対策債（発行額５６５億円）、財政健全化債等（同５３６

億円）、平成１６年台風災害に係る災害関連事業債（同３６７億円）等の元金償還開始

により、前年度を１２３億円上回る２，５８４億円を計上した。

このうち、阪神・淡路大震災からの復旧・復興に係る公債費は６１２億円である。

（震災関連公債費の推移） （単位：億円）

H7 H8 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

44 340 1,123 1,179 1,226 706 706 616 612

（単位：百万円、％）

利 子 347 100.564,012 63,665
1,944

180,265

2,195

12,211

△ 251

192,476
258,432 246,125 12,307 105.0

元 金

公債諸費（発行手数料等）

106.8

88.6

平成21年度
Ａ

区 分

公 債 費

Ａ／Ｂ
増 減平成20年度

Ｂ （Ａ－Ｂ）

※ 地方財政対策債：減税補てん債、減収補てん債、臨時財政対策債、特定資金公共事業債

○ 公 債 費 の 推 移

996 1, 052

1, 992

119 174
214

1 , 492

1 , 138

1 , 439

2 , 524
2 , 674 2, 744

2 , 066

2, 405 2, 461
2, 584

1, 346

1, 9381, 972
1, 747

2, 4152, 280
2, 111

314 349

496

378

86

93

391
364 280

240

22
30 49

79

0

500

1, 000

1, 500

2, 000

2, 500

3, 000

6 7 8 15 16 17 18 19 20 21当初

（億円）

その他 地方財政対策債 退職⼿当債・⾏⾰推進債等

平成17年度発行の財政健全化

債等の元金償還開始等により

123億円増（前年度比105.0%）
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【健全化判断比率の見込み】

平成２１年度実質公債費比率（単年度）は、平成１７年度発行の財政健全化債等の償

還開始に伴い、公債費が前年度比で約１１５億円増加したことで１．３ポイント上昇

するとともに、平成２０年度の財源対策として県債管理基金を３４０億円取り崩すこと

に伴い、減債基金の積立不足に対する加算が０．７ポイント増加するため、合わせて

２．０ポイント上昇の２３．８％となった。

なお、現行財政フレームとの比較では、標準財政規模の縮小等により、平成２０年度

は、０．９ポイント、平成２１年度は、０．５ポイント上昇している。

また将来負担比率は、県債残高が約１，３００億円増加するとともに、県債管理基金

の取崩しに伴い、充当可能基金が約２４０億円の減となったことにより１０．２ポイン

ト上昇し、３８４．６％となった。

◇実質公債費比率 （単位：％）

◇健全化判断比率の推移

384.6

362.7

374.4

19.6

21.5

20.1

20.2

19.6

350.0

360.0

370.0

380.0

390.0

400.0

17 18 19 20見込 21当初

（年 度）

18.0

19.0

20.0

21.0

22.0
(単位：％）

将来負担比率 実質公債費比率

区 分
早期健全化
基 準

財 政 再 生
基 準

実質公債費比率 25% 35%

将 来 負担 比率 400% －

平成18年度

Ａ

平成19年度

Ｂ

平成20年度
（見込）
Ｃ

平成21年度
（当初）
Ｄ

Ｄ－Ｃ

10.8 14.7 14.8 16.1 1.3

0.3 0.3 0.6 0.6 0.0

8.8 3.9 6.5 7.2 0.7

19.9 18.9 21.8 23.8 2.0

19.6 20.2 20.1 21.5 1.4

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ） － － 20.9 23.3 2.4

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ） － － 19.9 21.1 1.2

※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ）

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ）

新 行 革
プ ラ ン

区 分

公 債 費

公 債 費 に 準 ず る 経 費

減 債 基 金 積 立 不 足 に 対 す る 加 算
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【法人県民税の超過課税（第８期分）】

１ 今回延長する超過課税の内容

(1) 税 率：法人税額の０．８％（標準税率：５．０％）（現行どおり）

(2) 期 間：平成 21 年 10 月 1 日～平成 26 年 9 月 30 日までに開始する事業年度分

(3) 対象法人：資本金または出資金額が 1億円を超え、または、法人税額が年 15 百万

円を超える全法人

(4) 税収見込：９５億円程度

２ 活用事業

(1) 活用の考え方

勤労者の仕事と生活の調和を実現し、多様な働き方、生き方や健康で豊かな生活環

境の確保が可能となる社会づくりを進めるため、「勤労者の労働環境向上」、「子育

てと仕事の両立」、「子育て世帯への支援」に活用する。

(2) 主な事業

金 額 実施時期 事 業 内 容

勤労者の労働環境向上 ２４億円程度

労働環境対策事業 （２億円）
第７期分からの
継続実施（拡大）

地域の商工会、商工会議所等が勤労者の福祉の
向上に共同で取り組む事業を支援

ひょうご仕事と生活センター
（仮称）事業

（６億円）
平成２１年度
（先行実施）

「仕事と生活のバランス」を全県的に推進する
ための取組拠点を設置し、各種支援策を実施

育児休業代替助成事業 （１２億円） 平成２２年度
育児休業取得者の代替要員確保に係る賃金の一
部を助成

勤労者協同健康施設等整備事業 （４億円） 平成２２年度
身近な地域における健康づくり実践のための環
境整備を行う事業協同組合を等支援

子育てと仕事の両立支援 ５７億円程度

事業所内保育施設整備推進事業 （８億円）
第７期分からの
継続実施（拡大）

事業所内等に保育施設を設置する事業主等に対
し、設置費を支援

駅前等分園保育推進事業 （１５億円） 平成２２年度
保育需要の高い駅周辺での認可保育所分園を設
置する法人等に対し、設置費を支援

多子世帯保育料軽減事業 （１０億円）
第７期分から
の継続実施

第３子以降が利用する、幼稚園、保育所等の利
用者負担の一部を支援

乳幼児子育て応援事業 （２２億円）
第７期分からの
継続実施（拡大）

私立保育園及び幼稚園の人的・物的資源を活用
して行う体験幼児教育等を支援

認定子ども園整備等促進事業 （２億円） 平成２２年度
認定こども園（保育所型、幼稚園型）の認定を
受けるために、必要な施設の新設、拡充に係る
経費を支援

子育て世帯への支援 ２４億円程度

妊婦健康診査費助成事業 （１４億円）
平成２１年度
（先行実施）

市町が行う妊婦健康診査の国拡充分の早期実施
に向け、従来の5回分及び拡充後の6回～14回分
のそれぞれについて助成

こども医療費助成制度の創設 （１０億円） 平成２２年度
子育て世代が安心して子育てできるよう精神
的・経済的負担の大きい入院医療費の一部を支
援（対象：小学4年生～中学3年生）

１０５億円程度

※事業への充当額については、今後の税収動向により調整する必要がある

合計

区 分

３ 基金条例の改正

勤労者総合福祉施設運営基金を勤労者福祉基金に改正する。

（勤労者総合福祉施設整備基金を廃止し、勤労者福祉基金に統合）
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平成 21 年度当初予算を踏まえた財政フレームの見直し

１ 試算の前提条件の見直し

平成 21 年度当初予算を踏まえ、平成 21 年１月に内閣府が示した経済成長率をもとに

平成 30 年度までの収支見通しを試算。

（１）経済成長率（名目）

現行：H20.1 月内閣府試算に本県乖離率(85％)を乗じて見込む

H22：2.5％ H23：2.8％ H24 以降：2.6％

今回：H21.１月内閣府試算（順調回復シナリオ、消費税率据置）に本県乖離率(85％)

を乗じて見込む

H22：1.3%、H23：2.0%、H24：1.4%、H25：1.8%、H26：1.9%、H27：2.4%

H28：2.2%、H29：2.3%、H30：2.2%

（２）県債発行利率

現行：H20 年 1 月内閣府試算に基づく見込

H22：2.9％ H23：2.9％ H24 以降：2.9％

今回：H21.1 月内閣府試算（順調回復シナリオ、消費税率据置)に基づく見込

H22：1.3%、H23：1.8%、H24：2.1%、H25：2.5%、H26 以降：2.9%(現行並)

２ 収支見通し

（１）歳入

県税等について、平成 21 年度当初予算計上額に置き換えた上で、上記の経済成長率

を乗じて、平成 22 年度以降の見込額を試算

地方消費税清算特別会計の設置に伴う県税収入の減を反映

（２）歳出

各経費について、平成 21 年度当初予算を踏まえ試算

投資事業については、経済・雇用対策の実施に伴う後年度事業の前倒し及び道路特

定財源の一般財源化に伴う地域活力基盤事業分にかかる補助事業から単独事業への振

替を反映

（３）要調整額

この結果、平成 22 年度以降、毎年度財政収支対策を行うこととなる要調整額が、平

成 30 年度までの合計で 880 億円生ずることとなった。

（単位：億円）

区 分 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

歳入 ① △ 110 △ 1,360 △ 1,330 △ 1,360 △ 1,460 △ 1,480

歳出 ② △ 110 △ 1,360 △ 1,280 △ 1,280 △ 1,310 △ 1,405

差 引 ②－① 0 0 △ 50 △ 80 △ 150 △ 75

（単位：億円）

区 分 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 計

歳入 ① △ 1,520 △ 1,550 △ 1,620 △ 1,670 △ 1,730 △ 15,190

歳出 ② △ 1,385 △ 1,425 △ 1,505 △ 1,575 △ 1,675 △ 14,310

差 引 ②－① △ 135 △ 125 △ 115 △ 95 △ 55 △ 880

３ 今後の対応

今回生じた要調整額については、毎年度の財政収支対策を講じるなかで、解消を図っ

ていく。
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平成30年度までの財政フレーム（事業費ベース）
(単位:億円)

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 20～30計

8,250 8,070 6,370 6,530 6,680 6,780 6,910 7,050 7,240 7,410 7,600 7,780 78,420

3,650 3,790 4,350 4,420 4,350 4,410 4,510 4,550 4,540 4,570 4,570 4,590 48,650

1,660 1,850 1,620 1,600 1,540 1,530 1,580 1,530 1,530 1,540 1,550 1,520 17,390

3,920 4,090 6,163 6,150 4,645 4,620 4,625 4,625 4,625 4,625 4,625 4,625 53,418

1,170 1,040 1,100 900 870 860 860 860 860 860 860 860 9,930

340 310 310 300 310 310 310 300 310 310 320 330 3,420

Ａ 18,950 19,150 19,913 19,900 18,395 18,510 18,795 18,915 19,105 19,315 19,525 19,705 211,228

6,340 6,090 5,940 5,820 5,750 5,720 5,760 5,720 5,700 5,650 5,640 5,660 63,450

2,420 2,420 2,580 2,820 2,930 3,100 2,960 2,850 2,770 2,860 2,760 2,770 30,820

2,070 1,970 950 910 930 940 960 970 990 1,010 1,040 1,060 11,730

総額 6,860 7,380 9,302 9,305 7,810 7,805 7,910 7,900 7,920 7,940 8,000 8,000 89,272

特財 (3,400) (3,720) (5,802) (5,810) (4,290) (4,300) (4,300) (4,300) (4,300) (4,300) (4,300) (4,300) (49,722)

総額 2,540 2,380 2,301 2,000 1,905 1,900 1,895 1,895 1,895 1,895 1,895 1,895 21,856

起債 (1,170) (1,040) (1,100) (900) (870) (860) (860) (860) (860) (860) (860) (860) (9,930)

金額 1,420 1,310 1,197 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 1,105 12,452

起債 (500) (470) (510) (460) (460) (460) (460) (460) (460) (460) (460) (460) (5,120)

金額 1,120 1,070 1,104 895 800 795 790 790 790 790 790 790 9,404

起債 (670) (570) (590) (440) (400) (400) (400) (400) (400) (400) (400) (400) (4,800)

30 30 30 30 30 30 30 30 30 270

Ｂ 20,230 20,235 21,073 20,890 19,380 19,490 19,515 19,375 19,315 19,395 19,375 19,425 217,498

Ｃ △ 1,280 △ 1,105 △ 1,170 △ 990 △ 985 △ 980 △ 720 △ 460 △ 210 △ 80 150 280 △ 6,270

Ｄ 1,280 1,105 1,025 940 905 830 645 325 85 △ 35 △ 245 △ 335 5,245

E 370 430 350 300 300 250 200 200 200 2,230

F 290 350 300 250 250 250 200 200 200 200 200 2,400

G 120 0

H 500 325 375 390 355 330 245 △ 75 △ 315 △ 235 △ 445 △ 335 615

I 0 0 △ 145 △ 50 △ 80 △ 150 △ 75 △ 135 △ 125 △ 115 △ 95 △ 55 △ 1,025

J 30 30

K 115 115

L 145 145

M 0 0 0 (△ 50) (△ 80) (△ 150) (△ 75) (△ 135) (△ 125) (△ 115) (△ 95) (△ 55) (△ 880)

※１ H22年度以降に生じる要調整額については、毎年度の財政収支対策、歳入歳出改革を行う中で解消を図る。
※２ 特別対策の実施により後年度に生じる２億円／年程度の追加負担は公債費欄に計上
※３ 10億円単位で表記しているため、合計が一致しないことがある

行 革 推 進 債 の 発 行

県債管理基金の取崩（追加積立）

公 営 企 業 会 計 か ら の 借 入

県 税 等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

特 定 財 源

起 債

そ の 他 の 一 般 財 源

歳 入 計

人 件 費

公 債 費

県 税 交 付 金

行 政 経 費

投 資 的 経 費

歳入・歳出差引 収支不足額 Ａ－Ｂ

財 源 対 策 額 Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ

退 職 手 当 債 の 発 行

補 助 事 業

単 独 事 業

歳 出 計

新 規 事 業 財 源

要 調 整 額 C ＋ D

特
別
対
策

県 債 管 理 基 金 の 追 加 取 崩

特 別 対 策 計 Ｊ ＋ Ｋ

特 別 対 策 後 の 要 調 整 額 I ＋ L

行 革 推 進 債 の 発 行



-
3
1
-

【参考】要調整額について、追加の財源対策を講じない場合の各指標の見通し (単位:億円)

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 20～30計

△ 356 1 130 642 807 1,022 1,089 1,313 1,474 1,678 1,785 1,886 －

％ 18.9 21.8 23.7 23.4 22.9 24.3 24.3 23.8 22.4 21.5 19.2 18.0 －

震 災 関 連 基 金 活 用 除 き ％ 15.0 15.3 16.6 17.6 17.8 17.4 16.1 15.5 15.8 16.8 15.4 15.6 －

％ 20.2 20.1 21.5 23.0 23.3 23.5 23.8 24.1 23.5 22.6 21.0 19.5 －

震 災 関 連 基 金 活 用 除 き ％ 13.2 13.8 15.6 16.5 17.3 17.6 17.1 16.3 15.8 16.0 16.0 15.9 －

1,883 1,816 1,799 1,451 1,403 1,356 1,261 1,261 1,261 1,061 1,061 862 (△1,021)

33,592 34,430 35,557 34,953 34,186 33,235 32,378 31,647 30,952 29,971 29,105 28,030 (△5,562)

臨時財政対策債､減収補てん債除き 33,615 33,520 32,957 32,230 31,347 30,559 29,896 29,269 28,357 27,559 26,552 －

県 債 残 高 （ 震 災 分 ） 8,460 8,037 7,605 7,136 6,675 6,216 5,757 5,303 4,851 4,419 4,016 3,629 (△4,831)

（倍） 3.0 3.3 3.3 3.2 3.1 3.0 2.9 2.8 2.7 2.5 2.4 2.3 －

％ 361.7 374.3 384.5 385.9 379.6 369.8 359.4 346.3 333.2 313.3 295.1 276.5 －

震 災 関 連 県 債 残 高 除 き ％ 272.3 287.9 301.5 305.2 302.3 295.9 287.6 278.2 271.0 257.5 244.4 230.3 －

1,867 1,568 1,330 1,434 1,831 2,221 2,304 2,674 2,960 3,660 4,626 5,329 (3,462)

870 1,053 1,187 1,271 1,411 1,611 1,554 1,529 1,467 1,524 1,566 1,592 －

465 325 490 390 355 330 245 －

58.5 65.9 71.8 72.7 69.0 64.6 63.8 58.2 53.8 44.5 32.4 23.9 －

％ 103.5 101.8 102.7 101.4 101.5 101.4 98.5 95.7 93.6 92.3 90.2 89.4 －

震 災 関 連 公 債 費 除 き ％ 96.3 95.5 96.4 95.0 95.3 95.3 92.6 89.9 87.9 86.9 85.2 84.6 －

（試算の前提条件） ※下線部分は新行革プランからの変更箇所

(1) 歳入

① 県税、その他の一般財源

H21年度当初予算×（経済成長率×1.1（弾性値））により試算

※１ 経済成長率 H22：1.3%、H23：2.0%、H24：1.4%、H25：1.8%、H26：1.9%、H27：2.4%、H28：2.2%、H29：2.3%、H30：2.2%

（過去25年間の全国及び本県の経済成長率の乖離を踏まえて、H21.1月の内閣府試算による経済成長率（順調回復シナリオ・消費税引き上げなし）に乖離率（0.85）を乗じて算定）

※２ 地方消費税清算特別会計の設置に伴い清算金収入・支出調整後に見直し

② 地方交付税

基準財政収入額：H21年度当初予算をﾍﾞｰｽに各年度の県税等増加額の75%を加算して試算

なお、H21年度の地方財政計画及び本県の県税予算額との乖離を踏まえ、制度的に発行される減収補てん債相当額の75%をH22年度以降減額

基準財政需要額：H21年度当初予算をﾍﾞｰｽに、「歳出・歳入一体改革」期間であるH23年度までは伸び率を見込まず、H24年度以降は歳出増加額に見合った伸び率（1.5％）を乗じて試算

(2) 歳出

① 人件費

退職手当を除く人件費（現員現給）：平成21年度当初予算をベースに、歳出改革効果額を踏まえた上で試算。

給与改定は「歳入・歳出一体改革」期間であるH23年度までは見込まず、その後は給与改定伸率について経済成長率等を勘案した率(1%)として試算

退 職 手 当 ：平成21年度当初予算時点で見込まれる定年退職者等をもとに試算

② 公債費

既発行分は償還計画に基づき、新規発行分は今後の発行見込額から試算

③ 県税交付金

県税収入の推計値をもとに試算（地方消費税清算特別会計の設置に伴う県税交付金の減を反映）

④ 行政経費

平成21年度当初予算をベースに、措置費･医療費等の経費について 所要額を見込んで試算

⑤ 投資的経費

経済・雇用対策の実施に伴う後年度事業の前倒し及び道路特定財源の一般財源化に伴う地域活力基盤事業分にかかる補助事業から単独事業への振替等を踏まえて試算

経 常 収 支 比 率

プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン ス

県 債 発 行 額

県 債 残 高

実 質 公 債 費 比 率 ( 単 年 度 ）

県 債 管 理 基 金 積 立 不 足 率

県 債 管 理 基 金 ル ー ル 積 立 額

県債残高（臨財債除き）／標準財政規模

県 債 管 理 基 金 取 崩 額

県 債 管 理 基 金 残 高

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ）



-
3
2
-

【参考】旧財政フレーム（事業費ベース）
(単位:億円)

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 20～30計

8,250 8,350 8,540 8,750 9,000 9,270 9,530 9,810 10,080 10,370 10,670 10,970 105,330

3,380 3,530 3,540 3,510 3,370 3,360 3,330 3,290 3,230 3,200 3,140 3,100 36,610

1,660 1,610 1,610 1,590 1,530 1,530 1,560 1,510 1,510 1,530 1,530 1,510 17,030

3,920 3,680 3,680 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670 3,670 40,390

1,170 1,040 910 840 810 790 780 780 780 780 780 780 9,090

340 310 310 330 330 330 340 320 330 340 350 360 3,660

Ａ 18,680 18,520 18,590 18,680 18,700 18,950 19,220 19,390 19,610 19,900 20,150 20,390 212,090

6,340 6,070 5,940 5,810 5,740 5,720 5,760 5,710 5,680 5,630 5,620 5,620 63,290

2,420 2,460 2,650 2,800 2,840 2,900 2,800 2,630 2,530 2,610 2,510 2,570 29,300

2,070 2,010 2,010 2,060 2,110 2,170 2,230 2,290 2,350 2,420 2,480 2,550 24,700

総額 6,860 6,740 6,815 6,810 6,825 6,860 6,965 6,935 6,975 7,015 7,075 7,095 76,110

特財 (3,400) (3,340) (3,350) (3,350) (3,350) (3,350) (3,360) (3,360) (3,360) (3,360) (3,360) (3,360) (36,910)

総額 2,540 2,380 2,150 2,040 1,960 1,930 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 21,860

起債 (1,170) (1,040) (910) (840) (810) (790) (780) (780) (780) (780) (780) (780) (9,090)

金額 1,420 1,340 1,270 1,230 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 13,440

起債 (500) (470) (450) (430) (420) (420) (420) (420) (420) (420) (420) (420) (4,710)

金額 1,120 1,040 880 810 760 730 700 700 700 700 700 700 8,420

起債 (670) (570) (460) (410) (390) (370) (360) (360) (360) (360) (360) (360) (4,380)

－ － 20 30 30 30 30 30 30 30 30 30 290

Ｂ 20,230 19,660 19,595 19,550 19,505 19,610 19,675 19,495 19,465 19,605 19,625 19,765 215,550

Ｃ △ 1,550 △ 1,140 △ 1,005 △ 870 △ 805 △ 670 △ 455 △ 105 155 305 515 615 △ 3,460

Ｄ 1,550 1,140 1,005 870 805 670 455 105 △ 155 △ 305 △ 515 △ 615 3,460

Ｅ 270 90 90

Ｆ 370 400 350 300 300 250 200 200 200 2,200

Ｇ 290 350 300 250 250 250 200 200 200 200 200 2,400

Ｈ △ 20 △ 70 △ 100 △ 160 △ 190 △ 220 △ 240 △ 270 △ 270 △ 280 △ 1,810

Ｉ 120 0

Ｊ 500 300 375 390 355 330 245 △ 75 △ 315 △ 235 △ 445 △ 335 580

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※10億円単位で表記しているため、合計が一致しないことがある。

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 20～30計
△ 356 7 500 821 962 1,169 1,326 1,506 1,669 1,875 1,998 2,153 －

％ 18.9 20.9 23.3 22.8 21.4 23.7 23.0 24.3 22.5 21.8 19.1 17.9 －
％ 20.2 19.9 21.1 22.3 22.5 22.6 22.7 23.7 23.3 22.9 21.1 19.6 －

2,144 1,928 1,557 1,393 1,360 1,294 1,183 1,183 1,183 983 983 783 (△1,361)
33,765 34,334 34,034 33,409 32,772 31,855 30,847 30,135 29,495 28,496 27,598 26,440 (△7,325)

（倍） 3.0 2.9 2.9 2.8 2.7 2.6 2.5 2.4 2.3 2.2 2.1 2.0 －
8,460 8,037 7,605 7,136 6,675 6,216 5,757 5,303 4,851 4,419 4,016 3,629 (△4,831)

％ 361.7 363.3 371.0 366.4 362.4 352.4 341.5 327.7 315.2 297.3 279.8 261.4 －
震 災 関 連 県 債 残 高 除 き ％ 272.3 279.0 290.0 289.1 288.2 281.7 273.0 263.1 256.0 243.9 231.2 217.0 －

1,867 1,608 1,436 1,618 2,122 2,481 2,540 2,728 3,025 3,643 4,449 5,220 (3,353)
870 1,065 1,052 1,254 1,427 1,620 1,552 1,500 1,464 1,648 1,696 1,736 －
465 300 375 390 355 330 245 －
59.2 66.5 71.9 71.6 66.8 62.8 62.1 58.4 54.3 43.8 31.2 17.3 －

％ 103.5 102.7 101.4 100.9 100.5 100.0 98.1 94.8 92.7 91.6 89.7 89.2 －
震 災 関 連 公 債 費 除 き ％ 96.3 96.3 95.3 94.5 94.4 94.0 92.2 89.0 87.1 86.3 84.7 84.5 －

※県債発行額には、臨時財政対策債を含めていない。（H20発行額：564億円）
※平成20年度は、普通交付税額の確定に伴う変更（減収補てん債の発行等）を反映

県 税 等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

特 定 財 源

起 債

そ の 他 の 一 般 財 源

歳 入 計

人 件 費

公 債 費

県 税 交 付 金

行 政 経 費

投 資 的 経 費

補 助 事 業

単 独 事 業

新 規 事 業 財 源

歳 出 計

歳入・歳出対策後の収支不足額 Ａ－Ｂ

財 源 対 策 額 Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ ＋ Ｉ ＋ Ｊ

減 収 補 て ん 債 の 発 行

退 職 手 当 債 の 発 行

行 革 推 進 債 の 発 行

行革推進債等の発行に伴う公債費の増

公 営 企 業 会 計 か ら の 借 入

県債管理基金の取崩 （追加積立）

財 源 対 策 後 の 収 支 不 足 額 Ｃ ＋ Ｄ ＋ Ｅ

プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン ス

実 質 公 債 費 比 率 ( 単 年 度 ）
実 質 公 債 費 比 率 （ ３ か 年 平 均 ）

県 債 発 行 額
県 債 残 高
県債残高（臨財債除き）／標準財政規模
県 債 残 高 （ 震 災 分 ）

将 来 負 担 比 率

県 債 管 理 基 金 残 高
県 債 管 理 基 金 ル ー ル 積 立 額
県 債 管 理 基 金 取 崩 額
県 債 管 理 基 金 積 立 不 足 率

経 常 収 支 比 率
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